
,000 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 交付金 550,000 円

一般財源 600 0 550 0

職員人件費　② 422 0 207 0

総事業費（①＋②） 1,022 0 757 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 教育文化

基本

令

施策 学校教育
施策体系

和

施策の内容 教育内容の

７

充実

目
　
　
　
的

　刈谷

年

市立学校の創立を記念

度

し、学校の伝統

主
た
る

評

内
容

　周年事業を実施

価

する市立学校に対し、

）

補助
や将来の躍進を祝

刈

う。 を行う。

位
置
づ
け

谷

関連計画

根拠法令

対象

市

者 周年事業を実施する

事

学校 事業期間 令和５年

務

度 ～

実施方法 □直営　

事

□委託　□指定管理　

業

■補助・助成　□その

評

他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実

）

　
績

５年度実績 ６年度

会

実績 ７年度実績 ８年度

計

計画

・亀城小学校 　 ・

名

東刈谷小学校 　
　（創

担

立150周年） 　 　（

当

創立50周年） 　
　会

部

場使用料等への補助 　

教

　記念誌作成費への補

育

助 　
　 　
　　　―――

部

―――― 　　　―――

一

――――

　記念式典を

般

行う学校へ補助を行い

会

、記念式典の運営にお

計

ける財源確保及び内容

刈

の充実に寄与した。

成

谷

果

　個人情報保護の観

市

点から同窓会名簿等の

立

作成が困難で、同窓生

学

からの周年事業への協

校

力が得られにくくなっ

周

ている現状

において、

年

母校を誇れるような記

記

念式典を開催するため

念

に補助を継続していく

事

必要がある。
課題

指標

業

名称（単位）
実績値 目

担

標値

５年度 ６年度 ７年

当

度 ８年度 １０年度

活動

課

記念行事延べ参加者数

教

（人） 2,677 ― 1

育

,042 ー
指標
活動
指

総

標

他市との
比較検証

務課

款 項 目 担当係 総

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

務

ト

単位：千円
５年度 ６

係

年度 ７年度 ８年度 ７年

1

度

（決算） （決算） （

0

決算） （予算） 事業費

1

内訳

事業費　① 600

3

0 550 0 合計 550



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　該当校の伝統や

令

将来の躍進を祝い、記

和

念事業の内容を充
・法

８

的業務
高い

実させるた

年

め、必要である。
必要

度

性 ・市民ニーズ、社会

（

需要
・市民生活上必要

令

である　など

　記念事

和

業が形式的なものにな

７

らないよう、学校や地

年

域の
・コストの節減、

度

費用対効果
普通

特色を

評

活かし、参加者や地域

価

にとって、記念となる

）

よう補
効率性 ・執行体

刈

制の効率性 助する。
・

谷

手段の最適性　など

　

市

記念式典等の開催や記

事

念誌の発行などにより

務

、各学校の
・市が主体

事

となって実施する
高い

業

歴史や伝統を継承し、

評

誇りや団結力、郷土愛

価

を育む事業へ
妥当性 　

シ

べき事業であるか の補

ー

助となる。
・総合計画

ト

との整合性　など

　記

（

念事業は、卒業生や地

様

域の市民による実行委

式

員会によ

施策への ・施

２

策への貢献度
高い

り実

）

施されることが多く、

会

地域のつながりの促進

計

や郷土愛
・目標達成度

名

を育むことが期待され

担

る。
貢献度 ・市民サー

当

ビスへの効果　など

今

部

後の方向性 □拡充　■

教

現状維持　□改善・効

育

率化　□縮小　□終期

部

設定　□休止・廃止

　

一

学校及び地域への補助

般

として、継続して実施

会

する。

計
刈谷

Ｃ
 

市

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

立

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

学校周年記念事業
担当課 教育総務課

款 項 目 担当係 総務係

10 1 3



0.0 90.0 100
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 241,449 285,437 420,197 326,120 合計 420,196,731 円
需用費 19,578,350 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 7,468,128 円
委託料 239,847,232 円

一般財源 241,449 285,437 420,197 326,120 使用料及び賃借料
149,565,089 円

職員人件費　② 614 956 1,323 1,355 工事請負費 671,000 円
備品購入費 1,958,000 円

総事業費（①＋②） 242,063 286,393 421,520 327,475 負担金、補助及び
交付金 1,108,932 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

７

・充実

目
　
　
　
的

　小

年

学校のＩＣＴ機器等の

度

整備を推進し、タ

主
た

評

る
内
容

○タブレット端

価

末の保守管理
ブレット

）

端末等を活用した授業

刈

環境づくりを ○タブレ

谷

ット端末等の環境設定

市

行い、児童の学習意欲

事

や学力・情報活用能力

務

○タブレット端末等の

事

借上
の育成を図る。 ○

業

校内ＬＡＮ整備
○プロ

評

ジェクター、大型ディ

価

スプレイ等の導
　入

位

シ

置
づ
け

関連計画

根拠法

ー

令

対象者 市内小学生及

ト

び教員 事業期間 平成２

（

７年度 ～

実施方法 ■直

様

営　■委託　□指定管

式

理　□補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業

育

　
実
　
績

５年度実績 ６

部

年度実績 ７年度実績 ８

一

年度計画

・タブレット

般

端末等の機器の ・タブ

会

レット端末等の機器の

計

・タブレット端末等の

Ｉ

機器の ・タブレット端

Ｃ

末等の機器の
　運用 　

Ｔ

運用 　運用及び更新 　

教

運用
・通信環境の維持

育

管理 ・通信環境の維持

事

管理 ・通信環境の維持

業

管理 ・通信環境の維持

担

管理
・タブレット端末

当

の追加購入 ・プロジェ

課

クター等の追加設
　及

教

び環境設定 　置及び環

育

境設定

　タブレット端

総

末を児童1人1台整備

務

し、円滑に維持管理し

課

た。電子黒板などのＩ

款

ＣＴ機器等により、デ

項

ジタル教科書によ

成果

目

る効果的な授業を実施

担

し、児童の学習意欲や

当

学力、情報活用能力の

係

向上につながった。

　

総

ＩＣＴを活用した学習

務

活動の充実を図るため

係

、必要な機器導入など

1

の環境整備を行うとと

0

もに、導入機器の更新

2

等の検

討を進めていく

1

必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 校内ＬＡＮ整備率（％） 86.0 90.0 9



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　学校教育の情報化の推進に

令

関する法律において定

和

められ
・法的業務

高い

８

ている学校教育の情報

年

化を推進するため、必

度

要な環境整備
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

令

を行う必要がある。
・

和

市民生活上必要である

７

　など

　学校教育の情

年

報化を効率的に推進す

度

るため、各学校から
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
高い

の意見を集約

）

しながら環境整備を行

刈

っている。また、環境

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性 整備に一定のコス

事

トがかかったが、市の

務

財政負担を低減さ
・手

事

段の最適性　など せる

業

ため、国等の補助金を

評

積極的に活用している

価

。

　学校教育の情報化

シ

の推進は、市内の全て

ー

の学校で格差な
・市が

ト

主体となって実施する

（

高い
く行われるもので

様

あり、学校の設置者で

式

ある市が主体とな
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

って各学校の環境整備

会

を実施することが妥当

計

である。
・総合計画と

名

の整合性　など

　児童

担

1人1台分のタブレッ

当

ト端末を更新できたこ

部

とは、学

施策への ・施

教

策への貢献度
高い

校教

育

育の情報化の推進につ

部

ながり、施策への貢献

一

度が高い｡
・目標達成

般

度
貢献度 ・市民サービ

会

スへの効果　など

今後

計

の方向性 □拡充　■現

Ｉ

状維持　□改善・効率

Ｃ

化　□縮小　□終期設

Ｔ

定　□休止・廃止

　各

教

学校から機器の運用方

育

法の改善要望や新たな

事

機器の導入の要望等が

業

あった場合、導入する

担

機器や運用方法等を検

当

討していく。

課 教育総

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

務

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

課

価
　
∨

款 項 目 担当係 総務係

10 2 1



3 157,530 0 合計 157,529,900 円
工事請負費 157,397,900 円

財
　
源

特定財源 0 144,207 142,499 0 備品購入費 132,000 円

一般財源 0 37,356 15,031 0

職員人件費　② 0 1,195 1,488 0

総事業費（①＋②） 0 182,758 159,018 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 学校施設環境改善交付金(国)
体育館トイレ等改修事業債

９年度以降の事業費見込 0 公共施設維持保全基金繰入金
南海トラフ地震等対策事業費

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 学校施設・設

７

備の整備・充実

目
　
　

年

　
的

　教育環境の向上

度

及び避難所機能の強化

評

を図

主
た
る
内
容

　小学

価

校の体育館のトイレの

）

洋式化、床の乾
るため

刈

、避難所となっている

谷

小学校体育館の 式化等

市

の工事を行う。
トイレ

事

整備を行う｡

位
置
づ
け

務

関連計画

根拠法令

対象

事

者 市内の小学生及び教

業

員 事業期間 令和４年度

評

～ 令和７年度

実施方法

価

■直営　■委託　□指

シ

定管理　□補助・助成

ー

　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事

名

　
業
　
実
　
績

５年度実

担

績 ６年度実績 ７年度実

当

績 ８年度計画

　 （Ｒ5

部

繰越分含む） （Ｒ6繰

教

越分含む） 　
　 ・体育

育

館トイレ等改修工事 ・

部

体育館トイレ等改修工

一

事 　
　 　（亀城・日高

般

・衣浦・かり 　（小高

会

原・住吉・小垣江・ 　

計

　 　がね・富士松北・

体

富士松 　小垣江東・東

育

刈谷・朝日 　
　　　―

館

―――――― 　東・双

ト

葉小学校） 　小学校）

イ

　　　―――――――

レ

　避難所となっている

等

体育館のトイレの洋式

改

化、床の乾式化等の改

修

修を行い、教育環境の

事

向上及び避難所機能の

業

強化を図

成果
ることが

担

できた。

課題

指標名称

当

（単位）
実績値 目標値

課

５年度 ６年度 ７年度 ８

教

年度 １０年度

活動 事業

育

進捗率（％） 20.0

総

60.0 100.0 ―

務

―
指標
活動
指標

他市と

課

の
比較検証

款 項 目 担当係 施設

Ｃ
　
事
　

係

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

1

千円
５年度 ６年度 ７年

0

度 ８年度 ７年度

（決算

2

） （決算） （決算） （

1

予算） 事業費内訳

事業費　① 0 181,56



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　避難所となってい

令

る体育館のトイレの洋

和

式化、床の乾式
・法的

８

業務
高い

化等改修を行

年

い、教育環境の向上及

度

び避難所機能の強化を

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 図る。
・市民

和

生活上必要である　な

７

ど

　教育環境の向上及

年

び避難所機能の強化が

度

同時に図れるた
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

高い
め、効率性が高い

）

。
効率性 ・執行体制の

刈

効率性
・手段の最適性

谷

　など

　避難所である

市

体育館は、市の管理物

事

であるため、市が責
・

務

市が主体となって実施

事

する
高い

任をもって実

業

施するべきである。
妥

評

当性 　べき事業である

価

か
・総合計画との整合

シ

性　など

　教育環境の

ー

向上及び避難所機能の

ト

強化が図られるため、

（

施策への ・施策への貢

様

献度
高い

市民への貢献

式

度は高い。
・目標達成

２

度
貢献度 ・市民サービ

）

スへの効果　など

今後

会

の方向性 □拡充　□現

計

状維持　□改善・効率

名

化　□縮小　□終期設

担

定　□休止・廃止

　令

当

和4年度に基本・実施

部

設計を行った。令和6

教

年度に亀城小学校他6

育

校、令和7年度には小

部

高原小学校他5校の改

一

修工事
を実施し、事業

般

完了。

会計
体

Ｃ
 

育

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

館

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

トイレ等改修事業
担当課 教育総務課

款 項 目 担当係 施設係

10 2 1



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 130,628 134,909 284,830 282,077 合計 284,830,293 円
需用費 4,041,374 円

財
　
源

特定財源 0 0 12,000 0 役務費 3,737,250 円
委託料 144,653,250 円

一般財源 130,628 134,909 272,830 282,077 使用料及び賃借料
132,398,419 円

職員人件費　② 575 916 1,034 1,058

総事業費（①＋②） 131,203 135,825 285,864 283,135

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 公立学校情報機器活用支援体
制整備費補助金（国）

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 学校施設・設備

７

の整備・充実

目
　
　
　

年

的

　小学校の校務用パ

度

ソコンの借上げと、そ

評

の

主
た
る
内
容

○消耗品

価

費（トナー・インク・

）

紙等）
機器維持管理の

刈

ための運用委託管理を

谷

行う。 ○環境設定委託

市

料
また、パソコンの積

事

極的な活用による教育

務

指 ○校務用パソコンの

事

保守管理委託料
導の向

業

上及びグループウェア

評

の利用により、 ○パソ

価

コン・周辺機器・教材

シ

用ソフト等の借
開かれ

ー

た学校づくりやより充

ト

実した授業づく 　上料

（

りを行う。

位
置
づ
け

関

様

連計画  

根拠法令  

対

式

象者 市内小学生及び教

１

員 事業期間 平成１２年

）

度 ～

実施方法 ■直営　

会

■委託　□指定管理　

計

□補助・助成　□その

名

他

担当部 教育部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

５年度実績 ６年度

計

実績 ７年度実績 ８年度

パ

計画

・校務用パソコン

ソ

の運用及び ・校務用パ

コ

ソコンの運用 ・校務用

ン

パソコンの運用及び ・

管

校務用パソコンの運用

理

　更新 ・事務用プリン

運

タの運用及び 　更新 ・

用

事務用プリンタの運用

事

・事務用プリンタの運

業

用 　更新 ・事務用プリ

担

ンタの運用 ・ネットワ

当

ーク機器の更新
・ネッ

課

トワーク機器の更新

　

教

校務用パソコンの管理

育

運用を適正に行うこと

総

で、教育指導の向上及

務

び事務の効率化、高度

課

化を図ることができた

款

。

成果

　従来、掲示物

項

等としてカラー印刷し

目

ていた写真や資料等に

担

ついて、校務用パソコ

当

ンと新たに導入したタ

係

ブレット端末を

活用す

総

ることにより、カラー

務

印刷を行う機会を減ら

係

すための取組を進めて

1

いく必要がある。
課題

0

指標名称（単位）
実績

2

値 目標値

５年度 ６年度

1

７年度 ８年度 １０年度

活動
指標

指標
 

他市との
比較検証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　校務用パソコンやネ

令

ットワークの整備など

和

の校務の情報
・法的業

８

務
高い

化の推進は、文

年

部科学省の方針にも示

度

されており、学校に
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 おける校務の負

和

担軽減を図り、よりよ

７

い教育を実現させる
・

年

市民生活上必要である

度

　など ため必要性は高

評

い。

　校務支援システ

価

ムの導入により、校務

）

の効率化が図られ
・コ

刈

ストの節減、費用対効

谷

果
高い

ており、各学校

市

からの意見を集約しな

事

がらネットワークな
効

務

率性 ・執行体制の効率

事

性 どの環境整備を行っ

業

ている。ネットワーク

評

整備には一定の
・手段

価

の最適性　など コスト

シ

を要したが、市の財政

ー

負担を低減させるため

ト

国庫補
助金を活用した

（

。
　校務の情報化の推

様

進は、市内の全ての学

式

校で格差なく行
・市が

２

主体となって実施する

）

高い
われるものであり

会

、学校の設置者である

計

市が主体となって
妥当

名

性 　べき事業であるか

担

各学校の環境整備を実

当

施することが妥当であ

部

る。
・総合計画との整

教

合性　など

　校務用パ

育

ソコンやネットワーク

部

の整備により、学校に

一

お

施策への ・施策への

般

貢献度
高い

けるＩＣＴ

会

化が進み、学習活動の

計

充実している。
・目標

パ

達成度
貢献度 ・市民サ

ソ

ービスへの効果　など

コ

今後の方向性 □拡充　

ン

■現状維持　□改善・

管

効率化　□縮小　□終

理

期設定　□休止・廃止

運

　各学校から機器の運

用

用方法の改善要望や新

事

たな機器の導入の要望

業

等があった場合、導入

担

する機器や運用方法等

当

を検
討していく。

課 教育総

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

務

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

課

評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 総務係

10 2 1



1

コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 380,945 76,737 552,683 104,357 合計 552,683,219 円
工事請負費 552,683,219 円

財
　
源

特定財源 365,222 76,737 552,683 104,200

一般財源 15,723 0 0 157

職員人件費　② 997 1,035 2,067 2,540

総事業費（①＋②） 381,942 77,772 554,750 106,897

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 学校施設環境改善交付金(国)
雁が音中学校大規模改造事業

９年度以降の事業費見込 0 債
前年度繰越金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 学校教育
施策体

和

系
施策の内容 学校施設

７

・設備の整備・充実

目

年

　
　
　
的

　老朽化した

度

校舎の機能回復及び教

評

育環境の

主
た
る
内
容

　

価

昭和57年に建設され

）

た南舎及び北舎の大規

刈

変化に適合させるため

谷

に大規模な改修を行い

市

模改造工事を行う。
生

事

徒の教育環境の改善を

務

図る。 北舎
　構造：鉄

事

筋コンクリート造3階

業

建て
　規模：延床面積

評

　4,493㎡
南舎
　

価

構造：鉄筋コンクリー

シ

ト造3階建て
　規模：

ー

延床面積　3,463

ト

㎡

位
置
づ
け

関連計画

根

（

拠法令

対象者 雁が音中

様

学校の生徒及び教員 事

式

業期間 令和３年度 ～ 令

１

和８年度

実施方法 ■直

）

営　■委託　□指定管

会

理　□補助・助成　□

計

その他

名 担当部 教育部

一

Ｂ
　
事
　
業

般

　
実
　
績

５年度実績 ６

会

年度実績 ７年度実績 ８

計

年度計画

・実施設計業

雁

務委託 （Ｒ5繰越分）

が

（Ｒ6繰越分） ・大規

音

模改造工事
　　北舎 ・

中

大規模改造工事 ・大規

学

模改造工事 　　北舎2

校

期
（Ｒ4繰越分） 　　

大

南舎2期 　　北舎1期

規

・大規模改造工事
　　

模

南舎1期

　学校と調整

改

を進めながら北舎の大

造

規模改造工事を進める

事

ことができた。

成果

　

業

工事が長期間に渡り、

担

学校全体で施工される

当

ため、生徒の教育環境

課

と安全性の確保に万全

教

を期す必要がある。

課

育

題

指標名称（単位）
実

総

績値 目標値

５年度 ６年

務

度 ７年度 ８年度 １０年

課

度

活動 事業進捗率（％

款

） 50.0 60.0 9

項

0.0 100.0 ―
指

目

標
活動
指標

他市との
比

担

較検証

当係 施設係

10 3

Ｃ
　
事
　
業
　



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　築後40年以

令

上が経過し、各所に経

和

年劣化が見られ生徒の

８

・法的業務
高い

生活環

年

境に影響が出ている。

度

大規模な改修を行うこ

（

とによ
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 り生徒

和

が落ち着いて学習・生

７

活ができる場を整備す

年

ること
・市民生活上必

度

要である　など が必要

評

となってくる。

　改築

価

までの維持保全という

）

点で、必要以上の工事

刈

を行わ
・コストの節減

谷

、費用対効果
高い

なか

市

ったが、改築までの間

事

、校舎の機能を十分維

務

持できる
効率性 ・執行

事

体制の効率性 だけの効

業

果は期待できる。また

評

、複数の工事を集中し

価

て行
・手段の最適性　

シ

など うことにより、機

ー

能低下に対する即応性

ト

に欠けるが、コス
トの

（

削減を図ることができ

様

る。
　学校施設の改修

式

であるため、所有者で

２

ある市が責任を持
・市

）

が主体となって実施す

会

る
高い

って実施するべ

計

きである。
妥当性 　べ

名

き事業であるか
・総合

担

計画との整合性　など

当

　大規模改造は1棟あ

部

たりの費用がかかる反

教

面、老朽化対策

施策へ

育

の ・施策への貢献度
高

部

い
としての効果が非常

一

に高い。
・目標達成度

般

貢献度 ・市民サービス

会

への効果　など

今後の

計

方向性 □拡充　■現状

雁

維持　□改善・効率化

が

　□縮小　□終期設定

音

　□休止・廃止

　令和

中

5、6年度に南舎の大

学

規模改造工事が完了し

校

、令和7、8年度に北

大

舎の大規模改造工事を

規

行う。

模改造

Ｃ
 

事

　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　

業

Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当課 教育総務課

款 項 目 担当係 施設係

10 3 1



.0 94.0 100.0
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 107,505 127,491 173,886 136,331 合計 173,886,205 円
需用費 4,461,457 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 2,987,262 円
委託料 96,781,668 円

一般財源 107,505 127,491 173,886 136,331 使用料及び賃借料
67,368,137 円

職員人件費　② 614 956 1,323 1,355 工事請負費 671,000 円
備品購入費 783,200 円

総事業費（①＋②） 108,119 128,447 175,209 137,686 負担金、補助及び
交付金 833,481 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

７

・充実

目
　
　
　
的

　中

年

学校のＩＣＴ機器等の

度

整備を推進し、タ

主
た

評

る
内
容

○タブレット端

価

末の保守管理
ブレット

）

端末等を活用した授業

刈

環境づくりを ○タブレ

谷

ット端末等の環境設定

市

行い、生徒の学習意欲

事

や学力・情報活用能力

務

○タブレット端末等の

事

借上
の育成を図る。 ○

業

校内ＬＡＮ整備
○プロ

評

ジェクター、大型ディ

価

スプレイ等の導
　入

位

シ

置
づ
け

関連計画

根拠法

ー

令

対象者 市内中学生及

ト

び教員 事業期間 令和２

（

年度 ～

実施方法 ■直営

様

　■委託　□指定管理

式

　□補助・助成　□そ

１

の他

）

会計名 担当部 教

Ｂ
　
事
　
業
　

育

実
　
績

５年度実績 ６年

部

度実績 ７年度実績 ８年

一

度計画

・タブレット端

般

末等の機器の ・タブレ

会

ット端末等の機器の ・

計

タブレット端末等の機

Ｉ

器の ・タブレット端末

Ｃ

等の機器の
　運用 　運

Ｔ

用 　運用及び更新 　運

教

用
・通信環境の維持管

育

理 ・通信環境の維持管

事

理 ・通信環境の維持管

業

理 ・通信環境の維持管

担

理
・タブレット端末の

当

追加購入 ・プロジェク

課

ター等の追加設
　及び

教

環境設定 　置及び環境

育

設定

　タブレット端末

総

を生徒1人1台整備し

務

、円滑に維持管理した

課

。電子黒板などのＩＣ

款

Ｔ機器等により、デジ

項

タル教科書によ

成果
る

目

効果的な授業を実施し

担

、生徒の学習意欲や学

当

力、情報活用能力の向

係

上につながった。

　Ｉ

総

ＣＴを活用した学習活

務

動の充実を図るため、

係

必要な機器導入などの

1

環境整備を行うととも

0

に、導入機器の更新等

3

の検

討を進めていく必

1

要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動 校内ＬＡＮ整備率（％） 89.0 93.0 94



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　学校教育の情報化の推進に

令

関する法律において定

和

められ
・法的業務

高い

８

ている学校教育の情報

年

化を推進するため、必

度

要な環境整備
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

令

を行う必要がある。
・

和

市民生活上必要である

７

　など

　学校教育の情

年

報化を効率的に推進す

度

るため、各学校から
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
高い

の意見を集約

）

しながら環境整備を行

刈

っている。また、環境

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性 整備に一定のコス

事

トがかかったが、市の

務

財政負担を低減さ
・手

事

段の最適性　など せる

業

ため、国等の補助金を

評

積極的に活用している

価

。

　学校教育の情報化

シ

の推進は、市内の全て

ー

の学校で格差な
・市が

ト

主体となって実施する

（

高い
く行われるもので

様

あり、学校の設置者で

式

ある市が主体とな
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

って各学校の環境整備

会

を実施することが妥当

計

である。
・総合計画と

名

の整合性　など

　生徒

担

1人1台分のタブレッ

当

ト端末を導入できたこ

部

とは、学

施策への ・施

教

策への貢献度
高い

校教

育

育の情報化の推進につ

部

ながり、施策への貢献

一

度が高い｡
・目標達成

般

度
貢献度 ・市民サービ

会

スへの効果　など

今後

計

の方向性 □拡充　■現

Ｉ

状維持　□改善・効率

Ｃ

化　□縮小　□終期設

Ｔ

定　□休止・廃止

　各

教

学校から機器の運用方

育

法の改善要望や新たな

事

機器の導入の要望等が

業

あった場合、導入する

担

機器や運用方法等を検

当

討していく。

課 教育総

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

務

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

課

価
　
∨

款 項 目 担当係 総務係

10 3 1



8,866,550 円

財
　
源

特定財源 0 104,445 118,867 0

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 0 1,195 1,488 0

総事業費（①＋②） 0 105,640 120,355 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 学校施設環境改善交付金(国)
体育館トイレ等改修事業債

９年度以降の事業費見込 0 前年度繰越金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 教育文化

基本施

令

策 学校教育
施策体系

施

和

策の内容 学校施設・設

７

備の整備・充実

目
　
　

年

　
的

　教育環境の向上

度

及び避難所機能の強化

評

を図

主
た
る
内
容

　中学

価

校の体育館等のトイレ

）

の洋式化、床の
るため

刈

、避難所となっている

谷

中学校体育館等 乾式化

市

等の工事を行う。
のト

事

イレ整備を行う。

位
置

務

づ
け

関連計画

根拠法令

事

対象者 市内中学生及び

業

教員 事業期間 令和４年

評

度 ～ 令和７年度

実施方

価

法 ■直営　■委託　□

シ

指定管理　□補助・助

ー

成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

５年度

担

実績 ６年度実績 ７年度

当

実績 ８年度計画

　 （Ｒ

部

5繰越分） （Ｒ6繰越

教

分） 　
　 ・体育館トイ

育

レ等改修工事 ・体育館

部

トイレ等改修工事 　
　

一

　（刈谷東・富士松・

般

雁が音 　（刈谷南・依

会

佐美・朝日中 　
　 　中

計

学校） 　学校） 　
　　

体

　――――――― 　　

育

　―――――――

　避

館

難所となっている体育

ト

館等のトイレの洋式化

イ

、床の乾式化等の改修

レ

を行い、教育環境の向

等

上及び避難所機能の強

改

化を

成果
図ることがで

修

きた。

課題

指標名称（

事

単位）
実績値 目標値

５

業

年度 ６年度 ７年度 ８年

担

度 １０年度

活動 事業進

当

捗率（％） 20.0 6

課

0.0 100.0 ― ―

教

指標
活動
指標

他市との

育

比較検証

総務課

款 項 目 担当

Ｃ
　
事
　
業

係

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

施

円
５年度 ６年度 ７年度

設

８年度 ７年度

（決算）

係

（決算） （決算） （予

1

算） 事業費内訳

事業費

0

　① 0 104,445

3

118,867 0 合計

1

118,866,550 円
工事請負費 11



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　避難所となってい

令

る体育館等のトイレの

和

洋式化、床の乾
・法的

８

業務
高い

式化等改修を

年

行い、教育環境の向上

度

及び避難所機能の強化

（

必要性 ・市民ニーズ、

令

社会需要 を図る。
・市

和

民生活上必要である　

７

など

　教育環境の向上

年

及び避難所機能の強化

度

が同時に図れるた
・コ

評

ストの節減、費用対効

価

果
高い

め、効率性が高

）

い。
効率性 ・執行体制

刈

の効率性
・手段の最適

谷

性　など

　避難所であ

市

る体育館等は、市の管

事

理物であるため、市が

務

・市が主体となって実

事

施する
高い

責任をもっ

業

て実施するべきである

評

。
妥当性 　べき事業で

価

あるか
・総合計画との

シ

整合性　など

　教育環

ー

境の向上及び避難所機

ト

能の強化が図られるた

（

め、

施策への ・施策へ

様

の貢献度
高い

市民への

式

貢献度は高い。
・目標

２

達成度
貢献度 ・市民サ

）

ービスへの効果　など

会

今後の方向性 □拡充　

計

□現状維持　□改善・

名

効率化　□縮小　□終

担

期設定　□休止・廃止

当

　令和4年度に基本・

部

実施設計を行った。令

教

和6年度に刈谷東中学

育

校他2校の改修工事を

部

行った。令和7年度に

一

刈谷南中
学校他2校の

般

改修工事を実施し、事

会

業完了。

計
体育

Ｃ

館

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

ト

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

イ

∨

レ等改修事業
担当課 教育総務課

款 項 目 担当係 施設係

10 3 1



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 53,124 51,600 119,995 112,577 合計 119,994,994 円
需用費 2,484,651 円

財
　
源

特定財源 0 0 4,800 0 役務費 1,494,900 円
委託料 63,053,300 円

一般財源 53,124 51,600 115,195 112,577 使用料及び賃借料
52,962,143 円

職員人件費　② 575 916 1,199 1,228

総事業費（①＋②） 53,699 52,516 121,194 113,805

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 公立学校情報機器活用支援体
制整備費補助金（国）

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 学校施設・設備

７

の整備・充実

目
　
　
　

年

的

　中学校の校務用パ

度

ソコンの借上げと、そ

評

の

主
た
る
内
容

○消耗品

価

費（トナー・インク・

）

紙等）
機器維持管理の

刈

ための運用委託管理を

谷

行う。 ○環境設定委託

市

料
また、パソコンの積

事

極的な活用による教育

務

指 ○校務用パソコンの

事

保守管理委託料
導の向

業

上及びグループウェア

評

の利用により、 ○パソ

価

コン・周辺機器・教材

シ

用ソフト等の借
開かれ

ー

た学校づくりやより充

ト

実した授業づく 　上料

（

りを行う。

位
置
づ
け

関

様

連計画  

根拠法令  

対

式

象者 市内中学生及び教

１

員 事業期間 平成１３年

）

度 ～

実施方法 ■直営　

会

■委託　□指定管理　

計

□補助・助成　■その

名

他

担当部 教育部

一般

Ｂ
　
事
　
業
　
実

会

　
績

５年度実績 ６年度

計

実績 ７年度実績 ８年度

パ

計画

・校務用パソコン

ソ

の運用及び ・校務用パ

コ

ソコンの運用 ・校務用

ン

パソコンの運用及び ・

管

校務用パソコンの運用

理

　更新 ・事務用プリン

運

タの運用及び 　更新 ・

用

事務用プリンタの運用

事

・事務用プリンタの運

業

用 　更新 ・事務用プリ

担

ンタの運用 ・ネットワ

当

ーク機器の更新
・ネッ

課

トワーク機器の更新

　

教

校務用パソコンの管理

育

運用を適正に行うこと

総

で、教育指導の向上及

務

び事務の効率化、高度

課

化を図ることができた

款

。

成果

　従来、掲示物

項

等としてカラー印刷し

目

ていた写真や資料等に

担

ついて、校務用パソコ

当

ンと新たに導入したタ

係

ブレット端末を

活用す

総

ることにより、カラー

務

印刷を行う機会を減ら

係

すための取組を進めて

1

いく必要がある。
課題

0

指標名称（単位）
実績

3

値 目標値

５年度 ６年度

1

７年度 ８年度 １０年度

活動
指標

指標
 

他市との
比較検証



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　校務用パソコンやネ

令

ットワークの整備など

和

の校務の情報
・法的業

８

務
高い

化の推進は、文

年

部科学省の方針にも示

度

されており、学校に
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 おける校務の負

和

担軽減を図り、よりよ

７

い教育を実現させる
・

年

市民生活上必要である

度

　など ため必要性は高

評

い。

　校務支援システ

価

ムの導入により、校務

）

の効率化が図られ
・コ

刈

ストの節減、費用対効

谷

果
高い

ており、各学校

市

からの意見を集約しな

事

がらネットワークな
効

務

率性 ・執行体制の効率

事

性 どの環境整備を行っ

業

ている。ネットワーク

評

整備には一定の
・手段

価

の最適性　など コスト

シ

を要したが、市の財政

ー

負担を低減させるため

ト

国庫補
助金を活用した

（

。
　校務の情報化の推

様

進は、市内の全ての学

式

校で格差なく行
・市が

２

主体となって実施する

）

高い
われるものであり

会

、学校の設置者である

計

市が主体となって
妥当

名

性 　べき事業であるか

担

各学校の環境整備を実

当

施することが妥当であ

部

る。
・総合計画との整

教

合性　など

　校務用パ

育

ソコンやネットワーク

部

の整備により、学校に

一

お

施策への ・施策への

般

貢献度
高い

けるＩＣＴ

会

化が進み、学習活動の

計

充実している。
・目標

パ

達成度
貢献度 ・市民サ

ソ

ービスへの効果　など

コ

今後の方向性 □拡充　

ン

■現状維持　□改善・

管

効率化　□縮小　□終

理

期設定　□休止・廃止

運

　各学校から機器の運

用

用方法の改善要望や新

事

たな機器の導入の要望

業

等があった場合、導入

担

する機器や運用方法等

当

を検
討していく。

課 教育総

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

務

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

課

評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 総務係

10 3 1



度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,337 3,205 16,638 13,861 合計 16,637,739 円
委託料 11,019,500 円

財
　
源

特定財源 514 974 7,167 4,256 使用料及び賃借料
4,144,569 円

一般財源 823 2,231 9,471 9,605 備品購入費 1,466,608 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 614 717 744 931 交付金 7,062 円

総事業費（①＋②） 1,951 3,922 17,382 14,792

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 特別支援学校教育推進事業費
負担金

９年度以降の事業費見込 0 公立学校情報機器整備費補助
金（国）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

７

・充実

目
　
　
　
的

　特

年

別支援学校のＩＣＴ機

度

器等の整備を推進

主
た

評

る
内
容

○タブレット端

価

末の環境設定
し、タブ

）

レット端末を活用した

刈

授業環境づく ○タブレ

谷

ット端末の保守管理
り

市

を行い、児童・生徒の

事

学習意欲や学力・情 ○

務

タブレット端末の借上

事

報活用能力の育成を図

業

る。 ○校内ＬＡＮ整備

評

位
置
づ
け

関連計画

根拠

価

法令

対象者 特別支援学

シ

校の児童・生徒及び教

ー

員 事業期間 令和２年度

ト

～

実施方法 ■直営　■

（

委託　□指定管理　□

様

補助・助成　□その他

式１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

教

績

５年度実績 ６年度実

育

績 ７年度実績 ８年度計

部

画

・タブレット端末の

一

運用 ・タブレット端末

般

の運用 ・タブレット端

会

末の運用及び ・タブレ

計

ット端末の運用及び
　

Ｉ

更新 　更新

　タブレッ

Ｃ

ト端末を児童・生徒1

Ｔ

人1台整備し、円滑に

教

維持管理した。ＩＣＴ

育

機器の活用により、児

事

童・生徒の学習意欲や

業

成果
学力、情報活用能

担

力の向上につながった

当

。

　ＩＣＴを活用した

課

学習活動の充実を図る

教

ため、必要な機器導入

育

などの環境整備を行う

総

とともに、導入機器の

務

更新等の検

討を進めて

課

いく必要がある。
課題

款

指標名称（単位）
実績

項

値 目標値

５年度 ６年度

目

７年度 ８年度 １０年度

担

活動 校内ＬＡＮ整備率

当

（％） 48.0 48.

係

0 48.0 48.0 1

総

00.0
指標
活動
指標

務

他市との
比較検証

係

10 4 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　学校教育の情報化の推進に

令

関する法律において定

和

められ
・法的業務

高い

８

ている学校教育の情報

年

化を推進するため、必

度

要な環境整備
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

令

を行う必要がある。
・

和

市民生活上必要である

７

　など

　学校教育の情

年

報化を効率的に推進す

度

るため、学校からの
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
高い

意見を集約し

）

ながら環境整備を行っ

刈

ている。また、環境整

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性 備に一定のコスト

事

がかかったが、市の財

務

政負担を低減させ
・手

事

段の最適性　など るた

業

め、国等の補助金を積

評

極的に活用している。

価

　学校教育の情報化の

シ

推進は、市内の全ての

ー

学校で格差な
・市が主

ト

体となって実施する
高

（

い
く行われるものであ

様

り、学校の設置者であ

式

る市が主体とな
妥当性

２

　べき事業であるか っ

）

て各学校の環境整備を

会

実施することが妥当で

計

ある。
・総合計画との

名

整合性　など

　児童生

担

徒1人1台のタブレッ

当

ト端末を導入できたこ

部

とは、

施策への ・施策

教

への貢献度
高い

学校教

育

育の情報化の推進につ

部

ながり、施策への貢献

一

度が高
・目標達成度 い

般

。
貢献度 ・市民サービ

会

スへの効果　など

今後

計

の方向性 □拡充　■現

Ｉ

状維持　□改善・効率

Ｃ

化　□縮小　□終期設

Ｔ

定　□休止・廃止

　学

教

校から機器の運用方法

育

の改善要望や新たな機

事

器の導入の要望等があ

業

った場合、導入する機

担

器や運用方法等を検討

当

していく。

課 教育総

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

務

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

課

　
∨

款 項 目 担当係 総務係

10 4 1



96 18,031 18,093 合計 18,031,127 円
需用費 161,658 円

財
　
源

特定財源 2,747 1,975 7,495 5,556 委託料 9,636,950 円
使用料及び賃借料

一般財源 4,402 4,521 10,536 12,537 8,232,519 円

職員人件費　② 192 358 537 550

総事業費（①＋②） 7,341 6,854 18,568 18,643

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 特別支援学校教育推進事業費
負担金

９年度以降の事業費見込 0 公立学校情報機器活用支援体
制整備費補助金（国）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 学校施設・設備

７

の整備・充実

目
　
　
　

年

的

　特別支援学校の校

度

務用パソコンの借上げ

評

と､

主
た
る
内
容

○消耗

価

品費（トナー・インク

）

・紙等）
その機器維持

刈

管理のための運用委託

谷

管理を行 ○環境設定委

市

託料
う。また、パソコ

事

ンの積極的な活用によ

務

る教 ○校務用パソコン

事

の保守管理委託料
育指

業

導の向上及びグループ

評

ウェアの利用によ ○パ

価

ソコン・周辺機器・教

シ

材用ソフト等の借
り、

ー

開かれた学校づくりや

ト

より充実した授業 　上

（

料
づくりを行う。

位
置

様

づ
け

関連計画

根拠法令

式

対象者 特別支援学校の

１

児童・生徒及び教員 事

）

業期間 ～

実施方法 ■直

会

営　■委託　□指定管

計

理　□補助・助成　□

名

その他

担当部 教育部

一般

Ｂ
　
事
　
業

会

　
実
　
績

５年度実績 ６

計

年度実績 ７年度実績 ８

パ

年度計画

・校務用パソ

ソ

コンの運用及び ・校務

コ

用パソコンの運用 ・校

ン

務用パソコンの運用及

管

び ・校務用パソコンの

理

運用
更新 更新 ・ネット

運

ワーク機器等の更新
・

用

ネットワーク機器等の

事

更新

　校務用パソコン

業

の管理運用を適正に行

担

うことで、教育指導の

当

向上及び事務の効率化

課

、高度化を図ることが

教

できた。

成果

  

課題

育

指標名称（単位）
実績

総

値 目標値

５年度 ６年度

務

７年度 ８年度 １０年度

課

活動
指標

指標

他市との

款

比較検証

項 目 担当係 総務係

Ｃ
　
事
　
業

1

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

0

円
５年度 ６年度 ７年度

4

８年度 ７年度

（決算）

1

（決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,149 6,4



Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　校務用パソコンやネ

令

ットワークの整備など

和

の校務の情報
・法的業

８

務
高い

化の推進は、文

年

部科学省の方針にも示

度

されており、学校に
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 おける校務の負

和

担軽減を図り、よりよ

７

い教育を実現させる
・

年

市民生活上必要である

度

　など ため必要性は高

評

い。

　校務支援システ

価

ムの導入により、校務

）

の効率化が図られ
・コ

刈

ストの節減、費用対効

谷

果
高い

ており、各学校

市

からの意見を集約しな

事

がらネットワークな
効

務

率性 ・執行体制の効率

事

性 どの環境整備を行っ

業

ている。ネットワーク

評

整備には一定の
・手段

価

の最適性　など コスト

シ

を要したが、市の財政

ー

負担を低減させるため

ト

国庫補
助金を活用した

（

。
　校務の情報化の推

様

進は、市内の全ての学

式

校で格差なく行
・市が

２

主体となって実施する

）

高い
われるものであり

会

、学校の設置者である

計

市が主体となって
妥当

名

性 　べき事業であるか

担

各学校の環境整備を実

当

施することが妥当であ

部

る。
・総合計画との整

教

合性　など

　校務用パ

育

ソコンやネットワーク

部

の整備により、学校に

一

お

施策への ・施策への

般

貢献度
高い

けるＩＣＴ

会

化が進み、学習活動の

計

充実している。
・目標

パ

達成度
貢献度 ・市民サ

ソ

ービスへの効果　など

コ

今後の方向性 □拡充　

ン

■現状維持　□改善・

管

効率化　□縮小　□終

理

期設定　□休止・廃止

運

　学校から機器の運用

用

方法の改善要望や新た

事

な機器の導入の要望等

業

があった場合、導入す

担

る機器や運用方法等を

当

検討
していく。

課 教育総

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 

務

　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評

課

　
価
　
∨

款 項 目 担当係 総務係

10 4 1



年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 19 0 0 288 合計 0 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 19 0 0 288

職員人件費　② 499 518 537 550

総事業費（①＋②） 518 518 537 838

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 学校教育

令

施策体系
施策の内容 教

和

育内容の充実

目
　
　
　

７

的

　教育行政・教育問

年

題についての研修を通

度

し､

主
た
る
内
容

〇教育

評

委員会委員研修旅費
教

価

育委員の資質向上を図

）

ることで教育委員会
運

刈

営の活性化を図る。

位

谷

置
づ
け

関連計画  

根拠

市

法令  

対象者 教育委員

事

及び教育長 事業期間 ～

務

実施方法 ■直営　□委

事

託　□指定管理　□補

業

助・助成　□その他

評価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

）

５年度実績 ６年度実績

会

７年度実績 ８年度計画

計

委員研修を行った。 委

名

員研修を行った。 委員

担

研修を行った。 委員研

当

修を行う。
（7/6 

部

西尾市立佐久島しおさ

教

（4/10 ウィング

育

アリーナ刈谷（7/2

部

8 刈谷市民休暇村視

一

察）
い学校視察） 及び

般

ホームタウンパートナ

会

ー
チームのゲーム視察

計

）

　教育行政・教育問

委

題についての研修を通

員

し、教育委員の資質向

研

上を図った。

成果

　教

修

育委員視察は有意義な

事

事業として教育委員の

業

資質向上、教育委員会

担

の活性化に役立ってい

当

るが、限定旅費となっ

課

てい

るので金額により

教

視察先が限定され、視

育

察の計画を立てるにあ

総

たり苦慮している。例

務

えば、数年に1回とい

課

うような頻度
課題

であ

款

っても、視察先旅費相

項

当分の予算が確保でき

目

れば、より有効的な委

担

員研修の実施が可能と

当

なる。

指標名称（単位

係

）
実績値 目標値

５年度

総

６年度 ７年度 ８年度 １

務

０年度

指標

指標
 

他市

係

との
比較検証

10 1 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７



算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 221,330 253,253 246,798 306,034 合計 246,797,955 円
需用費 156,889,730 円

財
　
源

特定財源 7,844 10,192 11,663 12,980 役務費 10,729,230 円
委託料 67,787,848 円

一般財源 213,486 243,061 235,135 293,054 使用料及び賃借料
11,391,147 円

職員人件費　② 1,803 1,871 2,109 2,498

総事業費（①＋②） 223,133 255,124 248,907 308,532

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
学校体育施設等利用実費徴収

９年度以降の事業費見込 0 金
資源売却収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 学校施設・設備

７

の整備・充実

目
　
　
　

年

的

　小学校の円滑な管

度

理運営を行う。

主
た
る

評

内
容

○光熱水費（電気

価

・水道・ガス)
○校舎

）

等修繕費
○電話料
○点

刈

検手数料（体育遊具・

谷

プール機器等）
○火災

市

保険料
○委託料(清掃

事

・設備保守管理・樹木

務

管理等)
○下水道使用

事

料
○メール配信ネット

業

ワーク使用料
○土地借

評

上料

位
置
づ
け

関連計画

価

 

根拠法令  

対象者 市

シ

内小学生及び教員 事業

ー

期間 ～

実施方法 ■直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

５年度実績 ６年

教

度実績 ７年度実績 ８年

育

度計画

・光熱水費はじ

部

め委託料など ・光熱水

一

費はじめ委託料など ・

般

光熱水費はじめ委託料

会

など ・光熱水費はじめ

計

委託料など
　学校管理

小

に必要な経費 　学校管

学

理に必要な経費 　学校

校

管理に必要な経費 　学

管

校管理に必要な経費
・

理

高所窓ガラス清掃委託

事

、理 ・高所窓ガラス清

業

掃委託、理
　科薬品処

担

理委託は隔年実施 　科

当

薬品処理委託は隔年実

課

施

　円滑に学校の維持

教

管理を行うことができ

育

た。

成果

　学校へ各月

総

の経費を周知する等に

務

より執行管理を徹底し

課

つつ、経費削減できる

款

取組を検討する必要が

項

ある。

課題

指標名称（

目

単位）
実績値 目標値

５

担

年度 ６年度 ７年度 ８年

当

度 １０年度

指標

指標
 

係

他市との
比較検証

総務係

10 2 1 施

Ｃ

設

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

係

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 28,242 14,151 50,250 合計 14,151,280 円
需用費 14,151,280 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 36,000

一般財源 0 28,242 14,151 14,250

職員人件費　② 0 1,911 2,067 2,540

総事業費（①＋②） 0 30,153 16,218 52,790

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

７

・充実

目
　
　
　
的

　小

年

学校の校舎・体育館等

度

のほか、電気や管

主
た

評

る
内
容

　小学校の校舎

価

や設備等の破損や痛み

）

が激し
などの設備も含

刈

めて小規模な補修を行

谷

い、学 い箇所の補修を

市

行う。
校施設の保全を

事

図る。

位
置
づ
け

関連計

務

画

根拠法令

対象者 市内

事

小学生及び教員 事業期

業

間 ～

実施方法 ■直営　

評

■委託　□指定管理　

価

□補助・助成　□その

シ

他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

５年度実績 ６年度

名

実績 ７年度実績 ８年度

担

計画

　 ・教室カーテン

当

取替修繕 ・消防設備修

部

繕（全小学校） ・校舎

教

等建物修繕
　 　（全小

育

学校） ・プール設備修

部

繕 ・体育館等運動施設

一

修繕
　 ・消防設備修繕

般

（全小学校） 　（かり

会

がね・平成・ ・電気・

計

給排水等設備修繕
　 ・

小

プール設備修繕 　双葉

学

・小垣江・ （Ｒ7繰越

校

分）
　　　―――――

補

―― 　（小高原・日高

修

・双葉・ 　小垣江東・

事

朝日） ・体育館暗幕取

業

替修繕
　東刈谷） ・放

担

送設備修繕 　（小高原

当

・日高・衣浦・
・放送

課

設備修繕 　（住吉・富

教

士松東・朝日) 　住吉

育

・かりがね・平成・
　

総

（亀城・小高原・日高

務

・ ・校舎等建物修繕 　

課

富士松北・富士松東・

款

　かりがね・富士松北

項

・ 　（日高・富士松南

目

・ 　小垣江東・双葉・

担

東刈谷･
　富士松東・

当

双葉） 　富士松東・小

係

垣江) 　朝日）
　毎年

施

の点検結果や修繕要望

設

を精査し、必要な箇所

係

のみ修繕を行うことが

1

できた。

成果

　危険箇

0

所などの補修について

2

、緊急度をしっかりと

1

見極める必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動
指標
活動
指標

他市との
比較検証



る。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 66,890 186,046 119,207 合計 186,045,860 円
工事請負費 186,045,860 円

財
　
源

特定財源 0 0 142,093 35,107

一般財源 0 66,890 43,953 84,100

職員人件費　② 0 1,832 2,481 2,879

総事業費（①＋②） 0 68,722 188,527 122,086

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 学校施設環境改善交付金（国
）

９年度以降の事業費見込 0 小学校改修事業債
公共施設維持保全基金繰入金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

７

・充実

目
　
　
　
的

　小

年

学校の校舎・体育館等

度

のほか、電気や管

主
た

評

る
内
容

　老朽化により

価

破損や痛みが激しい小

）

学校の
などの設備も含

刈

めて改修を行い、学校

谷

施設の 校舎・体育館・

市

設備・屋外施設等の改

事

修を行
保全を図る。 う

務

。

位
置
づ
け

関連計画

根

事

拠法令

対象者 市内小学

業

生及び教員 事業期間 ～

評

実施方法 ■直営　■委

価

託　□指定管理　□補

シ

助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

５年度実績 ６年度実績

担

７年度実績 ８年度計画

当

　 ・教室改修工事（平

部

成） ・駐車場改修工事

教

・駐車場整備工事（亀

育

城）
　 ・駐車場整備工

部

事 　（衣浦・双葉） ・

一

放送設備改修工事（日

般

高)
　 　（日高・かり

会

がね） ・遊具更新工事

計

（小高原） ・屋上防水

小

改修工事
　 ・防球ネッ

学

ト改修工事 ・揚水ポン

校

プ更新工事 　（富士松

改

東）
　　　―――――

修

―― 　（亀城） 　（富

事

士松北） （Ｒ7繰越分

業

）
・防災受信機更新工

担

事 （Ｒ6繰越分） ・屋

当

上防水改修工事
　（富

課

士松北） ・外壁等改修

教

工事 　（かりがね・東

育

刈谷）
・グラウンド水

総

はけ改良工事 　（朝日

務

・富士松南） ・空調設

課

備改修工事
　（住吉）

款

・体育館屋上防水改修

項

工事 　（小高原他5校

目

）
　（富士松北）

　各

担

小学校の校舎及び設備

当

等を計画的に改修する

係

ことができた。

成果

　

施

改修については、大規

設

模改造事業において改

係

修を行う計画をしてい

1

る部分もあるが、大規

0

模改造事業の目安であ

2

る40年

が経過しない

1

うちに改修が必要になる箇所もあり個々に対応を行っている。そのため、各学校ごとの現状をしっかりと把
課題

握することが重要とな



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 15,084 26,418 17,071 16,441 合計 17,071,388 円
需用費 7,949,556 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 3,001,586 円
使用料及び賃借料

一般財源 15,084 26,418 17,071 16,441 5,521,626 円
備品購入費 598,620 円

職員人件費　② 345 518 455 466

総事業費（①＋②） 15,429 26,936 17,526 16,907

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 学校教育

令

施策体系
施策の内容 教

和

育内容の充実

目
　
　
　

７

的

　小学校の図書を「

年

学校図書館図書標準」

度

の

主
た
る
内
容

○図書の

評

購入費
水準に保ち図書

価

を継続的に更新するこ

）

とによ ○図書システム

刈

保守管理費
り、児童の

谷

読書指導に役立てる。

市

また、図書 ○図書シス

事

テム及び機器の借上料

務

システムの運用・管理

事

を行い、児童の読書指

業

○書架等備品の購入費

評

導に役立てる。

位
置
づ

価

け

関連計画  

根拠法令

シ

 

対象者 市内小学生及

ー

び教員 事業期間 ～

実施

ト

方法 ■直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

教

度実績 ６年度実績 ７年

育

度実績 ８年度計画

図書

部

の購入、入れ替えを継

一

続 図書の購入、入れ替

般

えを継続 図書の購入、

会

入れ替えを継続 図書の

計

購入、入れ替えを継続

図

的に行った。（4,2

書

92冊） 的に行った。

充

（4,443冊） 的に

実

行った。（4,227

事

冊） 的に行う。
また、

業

図書システムの管理を

担

また、図書システムの

当

管理及 また、図書シス

課

テムの管理を また、図

教

書システムの管理を
行

育

った。 び更新を行った

総

。 行った。 行う。

　学

務

校図書館図書標準の水

課

準確保及び教育環境の

款

向上を図ることができ

項

た。

成果

　「学校図書

目

館図書標準」は全15

担

校において基準を満た

当

しているが、継続的に

係

図書の更新を行ってい

総

く必要があるため、

現

務

状どおりの事業規模が

係

必要と考える。
課題

　

1

指標名称（単位）
実績

0

値 目標値

５年度 ６年度

2

７年度 ８年度 １０年度

1

指標

指標
 

他市との
比較検証



件費　② 422 438 455 466

総事業費（①＋②） 55,258 55,202 50,726 53,153

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

８

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目
　

７

　
　
的

　小学校の授業

年

等で使う教材を購入し

度

、保護

主
た
る
内
容

○児

評

童用一般教材の購入費

価

者負担経費の軽減と教

）

育活動の充実を図る。

刈

○教師指導用教材の購

谷

入費

位
置
づ
け

関連計画

市

 

根拠法令  

対象者 市

事

内小学生及び教員 事業

務

期間 ～

実施方法 ■直営

事

　□委託　□指定管理

業

　□補助・助成　□そ

評

の他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　

）

実
　
績

５年度実績 ６年

会

度実績 ７年度実績 ８年

計

度計画

児童用一般教材

名

を購入した。 児童用一

担

般教材を購入した。 児

当

童用一般教材を購入し

部

た。 児童用一般教材を

教

購入する。

　児童用一

育

般教材の購入を円滑に

部

進めることで、保護者

一

負担経費の軽減と教育

般

活動の充実を図ること

会

ができた。

成果

　教育

計

活動の充実を図ること

一

を目的としているが、

般

必要となる教材をしっ

教

かりと精査し購入する

材

必要がある。

課題

指標

整

名称（単位）
実績値 目

備

標値

５年度 ６年度 ７年

事

度 ８年度 １０年度

指標

業

指標
 

他市との
比較検

担

証

当課 教育総務課

款

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

項

ス
　
ト

単位：千円
５年

目

度 ６年度 ７年度 ８年度

担

７年度

（決算） （決算

当

） （決算） （予算） 事

係

業費内訳

事業費　① 5

総

4,836 54,76

務

4 50,271 52,

係

687 合計 50,27

1

0,896 円
需用費

0

42,609,363

2

 円

財
　
源

特定財源 0

2

0 0 0 備品購入費 7,661,533 円

一般財源 54,836 54,764 50,271 52,687

職員人



事業費内訳

事業費　① 111,942 127,694 131,346 156,237 合計 131,345,504 円
需用費 85,148,706 円

財
　
源

特定財源 1,368 3,382 3,605 4,020 役務費 6,359,065 円
委託料 35,284,846 円

一般財源 110,574 124,312 127,741 152,217 使用料及び賃借料
4,552,887 円

職員人件費　② 1,496 1,553 1,612 1,651

総事業費（①＋②） 113,438 129,247 132,958 157,888

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料
学校体育施設等利用実費徴収

９年度以降の事業費見込 0 金
資源売却収入

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 学校施設・設備

７

の整備・充実

目
　
　
　

年

的

　中学校の円滑な管

度

理運営を行う。

主
た
る

評

内
容

○光熱水費（電気

価

・水道・ガス）
○校舎

）

等修繕費
○電話料
○点

刈

検手数料（体育器具・

谷

プール機器等）
○火災

市

保険料
○委託料(清掃

事

・設備保守管理・樹木

務

管理等）
○下水道使用

事

料
○メール配信ネット

業

ワーク使用料

位
置
づ
け

評

関連計画  

根拠法令  

価

対象者 市内中学生及び

シ

教員 事業期間 ～

実施方

ー

法 ■直営　■委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

５年度

部

実績 ６年度実績 ７年度

教

実績 ８年度計画

・光熱

育

水費はじめ委託料など

部

・光熱水費はじめ委託

一

料など ・光熱水費はじ

般

め委託料など ・光熱水

会

費はじめ委託料など
　

計

学校管理に必要な経費

中

　学校管理に必要な経

学

費 　学校管理に必要な

校

経費 　学校管理に必要

管

な経費
・高所窓ガラス

理

清掃委託、理 ・高所窓

事

ガラス清掃委託、理
　

業

科薬品処理委託は隔年

担

実施 　科薬品処理委託

当

は隔年実施

　円滑に学

課

校の維持管理を行うこ

教

とができた。

成果

　学

育

校へ各月の経費を周知

総

する等により執行管理

務

を徹底しつつ、経費削

課

減できる取組を検討す

款

る必要がある。

課題

指

項

標名称（単位）
実績値

目

目標値

５年度 ６年度 ７

担

年度 ８年度 １０年度

指

当

標

指標
 

他市との
比較

係

検証

総務係

10 3 1 施

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

設

　
ス
　
ト

単位：千円
５

係

年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算）



Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 16,874 11,723 38,850 合計 11,722,600 円
需用費 11,722,600 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 26,500

一般財源 0 16,874 11,723 12,350

職員人件費　② 0 1,433 1,736 2,540

総事業費（①＋②） 0 18,307 13,459 41,390

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

７

・充実

目
　
　
　
的

　中

年

学校の校舎・体育館等

度

のほか、電気や管

主
た

評

る
内
容

　中学校の校舎

価

や設備等の破損や傷み

）

が激し
などの設備も含

刈

めて小規模な補修を行

谷

い、学 い箇所の補修を

市

行う。
校施設の保全を

事

図る。

位
置
づ
け

関連計

務

画

根拠法令

対象者 市内

事

中学生及び教員 事業期

業

間 ～

実施方法 ■直営　

評

■委託　□指定管理　

価

□補助・助成　□その

シ

他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

５年度実績 ６年度

名

実績 ７年度実績 ８年度

担

計画

　 ・教室カーテン

当

取替修繕 ・プールろ過

部

装置修繕 ・校舎等建物

教

修繕
　 　（全中学校）

育

　（刈谷東、富士松、

部

朝日） ・体育館等運動

一

施設修繕
　 ・消防設備

般

修繕（全中学校） ・体

会

育館防水修繕 ・電気・

計

給排水等設備修繕
　 ・

中

体育館舞台装置修繕 　

学

（富士松） （Ｒ7繰越

校

分）
　　　―――――

補

―― 　（刈谷東、富士

修

松、依佐美)・テニス

事

コート柱修繕 ・体育館

業

暗幕取替修繕
・放送設

担

備修繕 　（依佐美） 　

当

（刈谷南、富士松、雁

課

が音､
　（刈谷南、刈

教

谷東、 ・多目的ホール

育

手摺修繕 　依佐美、朝

総

日）
　富士松、朝日）

務

　（富士松）

　毎年の

課

点検結果や修繕要望を

款

精査し、必要な箇所の

項

み修繕を行うことがで

目

きた。

成果

　危険箇所

担

などの補修について、

当

緊急度をしっかりと見

係

極める必要がある。

課

施

題

指標名称（単位）
実

設

績値 目標値

５年度 ６年

係

度 ７年度 ８年度 １０年

1

度

活動
指標
活動
指標

他

0

市との
比較検証

3 1



る。

指標名称（単位）
実績値 目標値

５年度 ６年度 ７年度 ８年度 １０年度

活動
指標
活動
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 19,660 46,736 120,882 合計 46,735,773 円
需用費 1,622,610 円

財
　
源

特定財源 0 0 43,275 50,501 委託料 402,105 円
工事請負費 44,067,448 円

一般財源 0 19,660 3,461 70,381 備品購入費 643,610 円

職員人件費　② 0 1,911 2,150 0

総事業費（①＋②） 0 21,571 48,886 120,882

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 前年度繰越金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

８

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

７

・充実

目
　
　
　
的

　中

年

学校の校舎・体育館等

度

のほか、電気や管

主
た

評

る
内
容

　老朽化により

価

破損や痛みが激しい中

）

学校の
などの設備も含

刈

めて改修を行い、学校

谷

施設の 校舎・体育館・

市

設備・屋外施設等の改

事

修を行
保全を図る。 う

務

。

位
置
づ
け

関連計画

根

事

拠法令

対象者 市内中学

業

生及び教員 事業期間 ～

評

実施方法 ■直営　■委

価

託　□指定管理　□補

シ

助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

名

５年度実績 ６年度実績

担

７年度実績 ８年度計画

当

　 ・サーバールーム空

部

調機改修 ・テニスコー

教

ト樹木撤去工事 ・体育

育

館床改修工事（朝日）

部

　 　工事（刈谷南、刈

一

谷東） 　(依佐美） ・

般

体育館舞台装置改修工

会

事
　 ・西門アコーディ

計

オン門扉取 ・多目的ホ

中

ールベランダ改修 　（

学

依佐美）
　 　替工事（

校

刈谷東） 　工事（富士

改

松） ・メディアルーム

修

改修工事
　　　―――

事

―――― ・防犯カメラ

業

増設工事 （Ｒ6繰越分

担

） 　（刈谷南）
　（依

当

佐美） ・柔剣道場屋上

課

防水改修工事 （Ｒ7繰

教

越分）
・体育館音響設

育

備改修工事 　（刈谷東

総

） ・多目的室空調設備

務

改修工事
　（朝日） 　

課

（刈谷東）
・校長室空

款

調設備改修工事 ・体育

項

館外壁改修工事
　（朝

目

日） 　（刈谷東）
　各

担

中学校の校舎及び設備

当

等を計画的に改修する

係

ことができた。

成果

　

施

改修については、大規

設

模改造事業において改

係

修を行う計画をしてい

1

る部分もあるが、大規

0

模改造事業の目安であ

3

る40年

が経過しない

1

うちに改修が必要になる箇所もあり個々に対応を行っている。そのため、各学校ごとの現状をしっかりと把
課題

握することが重要とな



　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ７年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 37,432 10,051 10,606 10,611 合計 10,605,685 円
需用費 8,384,977 円

財
　
源

特定財源 30,000 0 0 0 委託料 1,509,514 円
使用料及び賃借料 138,204 円

一般財源 7,432 10,051 10,606 10,611 備品購入費 572,990 円

職員人件費　② 269 279 289 296

総事業費（①＋②） 37,701 10,330 10,895 10,907

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 学校管理事業費寄附金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 学校教育

令

施策体系
施策の内容 教

和

育内容の充実

目
　
　
　

７

的

　中学校の図書を「

年

学校図書館図書標準」

度

の

主
た
る
内
容

○図書の

評

購入費
水準に保ち図書

価

を継続的に更新するこ

）

とによ 〇図書システム

刈

保守管理費
り、生徒の

谷

読書指導に役立てる。

市

また、図書 〇図書シス

事

テム及び機器の借上料

務

システムの運用・管理

事

を行い、生徒の読書指

業

○書架等備品の購入費

評

導に役立てる。

位
置
づ

価

け

関連計画  

根拠法令

シ

 

対象者 市内中学生及

ー

び教員 事業期間 ～

実施

ト

方法 ■直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

教

度実績 ６年度実績 ７年

育

度実績 ８年度計画

図書

部

の購入、入れ替えを継

一

続 図書の購入、入れ替

般

えを継続 図書の購入、

会

入れ替えを継続 図書の

計

購入、入れ替えを継続

図

的に行った。（4,3

書

86冊） 的に行った。

充

（4,906冊） 的に

実

行った。（4,445

事

冊） 的に行う。
図書シ

業

ステムを導入した。 ま

担

た、図書システムの管

当

理を また、図書システ

課

ムの管理を また、図書

教

システムの管理を
行っ

育

た。 行った。 行う。

　

総

学校図書館図書標準の

務

水準確保及び教育環境

課

の向上を図ることがで

款

きた。

成果

　｢学校図

項

書館図書標準」を基準

目

に、継続的に図書の更

担

新を行っていく必要が

当

あるため、現状どおり

係

の事業規模が必要と

考

総

える。
課題

指標名称（

務

単位）
実績値 目標値

５

係

年度 ６年度 ７年度 ８年

1

度 １０年度

指標

指標
 

0

他市との
比較検証

3 1

Ｃ



件費　② 652 677 703 720

総事業費（①＋②） 49,769 49,837 50,072 53,662

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

８

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目
　

７

　
　
的

　中学校の授業

年

等で使う教材を購入し

度

、教育

主
た
る
内
容

○生

評

徒用一般教材の購入費

価

活動の充実を図る。 ○

）

教師指導用教材の購入

刈

費
○部活用物品の購入

谷

費

位
置
づ
け

関連計画  

市

根拠法令  

対象者 市内

事

中学生及び教員 事業期

務

間 ～

実施方法 ■直営　

事

■委託　□指定管理　

業

□補助・助成　□その

評

他

価シート （様式１

Ｂ
　
事
　
業
　
実

）

　
績

５年度実績 ６年度

会

実績 ７年度実績 ８年度

計

計画

生徒用一般教材を

名

購入した。 生徒用一般

担

教材を購入した。 生徒

当

用一般教材を購入した

部

。 生徒用一般教材を購

教

入する。

　生徒用一般

育

教材の購入を円滑に進

部

めることで、保護者負

一

担経費の軽減と教育活

般

動の充実を図ることが

会

できた。

成果

　教育活

計

動の充実を図ることを

一

目的としているが、必

般

要となる教材をしっか

教

りと精査し購入する必

材

要がある。

課題

指標名

整

称（単位）
実績値 目標

備

値

５年度 ６年度 ７年度

事

８年度 １０年度

指標

指

業

標
 

他市との
比較検証

担当課 教育総務課

款

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

項

　
ト

単位：千円
５年度

目

６年度 ７年度 ８年度 ７

担

年度

（決算） （決算）

当

（決算） （予算） 事業

係

費内訳

事業費　① 49

総

,117 49,160

務

49,369 52,9

係

42 合計 49,368

1

,834 円
需用費 3

0

8,248,097 

3

円

財
　
源

特定財源 0 0

2

0 0 備品購入費 11,120,737 円

一般財源 49,117 49,160 49,369 52,942

職員人



係

5,158 4,370 5,735 5,021 役務費 511,566 円
委託料 6,468,790 円

一般財源 8,268 10,005 9,024 11,297 使用料及び賃借料 466,095 円

職員人件費　② 192 199 1,530 1,566

総事業費（①＋②） 13,618 14,574 16,289 17,884

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 特別支援学校教育推進事業費
負担金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和８

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 教育文化

基

令

本施策 学校教育
施策体

和

系
施策の内容 学校施設

７

・設備の整備・充実

目

年

　
　
　
的

　特別支援学

度

校の円滑な管理運営を

評

行う。

主
た
る
内
容

○光

価

熱水費（電気・ガス・

）

水道）
○校舎等修繕費

刈

○電話料
○委託料（清

谷

掃・設備保守管理）
○

市

下水道使用料
○メール

事

配信ネットワーク使用

務

料

位
置
づ
け

関連計画

根

事

拠法令

対象者 特別支援

業

学校の児童・生徒及び

評

教員 事業期間 ～

実施方

価

法 ■直営　■委託　□

シ

指定管理　□補助・助

ー

成　□その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　

名

事
　
業
　
実
　
績

５年度

担

実績 ６年度実績 ７年度

当

実績 ８年度計画

・光熱

部

水費はじめ委託料など

教

・光熱水費はじめ委託

育

料など ・光熱水費はじ

部

め委託料など ・光熱水

一

費はじめ委託料など
　

般

学校管理に必要な経費

会

　学校管理に必要な経

計

費 　学校管理に必要な

特

経費 　学校管理に必要

別

な経費

　円滑に学校の

支

維持管理を行うことが

援

できた。

成果

　学校へ

学

各月の経費を周知する

校

等により執行管理を徹

管

底しつつ、経費削減で

理

きる取組を検討する必

事

要がある。

課題

指標名

業

称（単位）
実績値 目標

担

値

５年度 ６年度 ７年度

当

８年度 １０年度

活動
指

課

標
活動
指標

他市との
比

教

較検証

育総務課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　

当

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

係

５年度 ６年度 ７年度 ８

総

年度 ７年度

（決算） （

務

決算） （決算） （予算

係

） 事業費内訳

事業費　

1

① 13,426 14,

0

375 14,759 1

4

6,318 合計 14,

1

759,456 円
需

施

用費 7,313,00

設

5 円

財
　
源

特定財源



設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ

８

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

学校教育
施策体系

施策

和

の内容 学校施設・設備

７

の整備・充実

目
　
　
　

年

的

　特別支援学校の校

度

舎等のほか、電気や管

評

な

主
た
る
内
容

　特別支

価

援学校の校舎や設備等

）

の破損や痛み
どの設備

刈

も含めて小規模な補修

谷

を行い、学校 が激しい

市

箇所の補修を行う。
施

事

設の保全を図る。

位
置

務

づ
け

関連計画

根拠法令

事

対象者 特別支援学校の

業

児童・生徒及び教員 事

評

業期間 ～

実施方法 ■直

価

営　■委託　□指定管

シ

理　□補助・助成　□

ー

その他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業

名

　
実
　
績

５年度実績 ６

担

年度実績 ７年度実績 ８

当

年度計画

　 　 ・電動ベ

部

ッド電源修繕 　
　 　 ・

教

エントランス庇ガラス

育

修繕 　
　 　 ・誘導灯ラ

部

ンプ取替修繕 　
　 　 　

一

　　　―――――――

般

　　　―――――――

会

　　　―――――――

計

　毎年の点検結果や修

特

繕要望を精査し、必要

別

な箇所のみ修繕を行う

支

ことができた。

成果

　

援

危険箇所などの補修に

学

ついて、緊急度をしっ

校

かりと見極める必要が

補

ある。

課題

指標名称（

修

単位）
実績値 目標値

５

事

年度 ６年度 ７年度 ８年

業

度 １０年度

活動
指標
活

担

動
指標

他市との
比較検

当

証

課 教育総務課

款 項

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

目

ス
　
ト

単位：千円
５年

担

度 ６年度 ７年度 ８年度

当

７年度

（決算） （決算

係

） （決算） （予算） 事

施

業費内訳

事業費　① 0

設

0 650 0 合計 649

係

,990 円
需用費 6

1

49,990 円

財
　

0

源

特定財源 0 0 0 0

一

4

般財源 0 0 650 0

職

1

員人件費　② 0 0 496 0

総事業費（①＋②） 0 0 1,146 0

建



年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 特別支援学校教育推進事業費
負担金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ
　

８

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 教育

（

文化

基本施策 学校教育

令

施策体系
施策の内容 教

和

育内容の充実

目
　
　
　

７

的

　特別支援学校の図

年

書を「学校図書館図書

度

標

主
た
る
内
容

○図書の

評

購入費
準」の水準に保

価

ち、図書を継続的に更

）

新する
ことにより児童

刈

・生徒の読書指導に役

谷

立てる｡

位
置
づ
け

関連

市

計画

根拠法令

対象者 特

事

別支援学校の児童・生

務

徒及び教員 事業期間 ～

事

実施方法 ■直営　□委

業

託　□指定管理　□補

評

助・助成　□その他

価シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

会

５年度実績 ６年度実績

計

７年度実績 ８年度計画

名

図書の購入を、継続的

担

に行っ 図書の購入を、

当

継続的に行っ 図書の購

部

入を、継続的に行っ 図

教

書の購入を､継続的に

育

行う。
た。（34冊）

部

た。（22冊） た。（

一

26冊）

　特別支援教

般

育用の図書を整備する

会

ことで、教育環境の向

計

上を図ることができた

図

。

成果

　生徒児童のニ

書

ーズに応じた図書の選

充

定を行う必要がある。

実

課題

指標名称（単位）

事

実績値 目標値

５年度 ６

業

年度 ７年度 ８年度 １０

担

年度

活動
指標
活動
指標

当

他市との
比較検証

課 教育総務課

款 項

Ｃ

目

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

担

単位：千円
５年度 ６年

当

度 ７年度 ８年度 ７年度

係

（決算） （決算） （決

総

算） （予算） 事業費内

務

訳

事業費　① 51 52

係

49 53 合計 48,9

1

88 円
需用費 48,

0

988 円

財
　
源

特定

4

財源 20 16 19 16

1

一般財源 31 36 30 37

職員人件費　② 269 279 289 296

総事業費（①＋②） 320 331 338 349

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７



 円

一般財源 801 929 865 974

職員人件費　② 192 199 207 212

総事業費（①＋②） 1,493 1,534 1,621 1,617

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ７年度特定財源名称

７年度までの累積事業費 0 特別支援学校教育推進事業費
負担金

９年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　

８

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

教育文化

基本施策 学校

令

教育
施策体系

施策の内

和

容 教育内容の充実

目
　

７

　
　
的

　特別支援学校

年

の授業等で使う教材を

度

購入す

主
た
る
内
容

○児

評

童・生徒用一般教材の

価

購入費
ることで、保護

）

者負担経費の軽減と教

刈

育活動 ○教師指導用教

谷

材の購入費
の充実を図

市

る。

位
置
づ
け

関連計画

事

根拠法令

対象者 特別支

務

援学校の児童・生徒及

事

び教員 事業期間 ～

実施

業

方法 ■直営　□委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

５年

計

度実績 ６年度実績 ７年

名

度実績 ８年度計画

児童

担

・生徒用一般教材を購

当

入 児童・生徒用一般教

部

材を購入 児童・生徒用

教

一般教材を購入 児童・

育

生徒用一般教材を購入

部

した。 した。 した。 す

一

る。

　児童・生徒用一

般

般教材の購入を円滑に

会

進めることで、保護者

計

負担経費の軽減と教育

一

活動の充実を図ること

般

ができた。

成果

　教育

教

活動の充実を図ること

材

を目的としているが、

整

必要となる教材をしっ

備

かりと精査し購入する

事

必要がある。

課題

指標

業

名称（単位）
実績値 目

担

標値

５年度 ６年度 ７年

当

度 ８年度 １０年度

活動

課

指標
活動
指標

他市との

教

比較検証

育総務課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業

当

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

係

円
５年度 ６年度 ７年度

総

８年度 ７年度

（決算）

務

（決算） （決算） （予

係

算） 事業費内訳

事業費

1

　① 1,301 1,3

0

35 1,414 1,4

4

05 合計 1,413,

2

968 円
需用費 1,039,891 円

財
　
源

特定財源 500 406 549 431 備品購入費 374,077




